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国立大学法人総合研究大学院大学中期目標

平成22年３月29日

文 部 科 学 大 臣

（前文）大学の基本的な目標

国立大学法人法（平成15年法律第112号）第30条の規定により、国立大学法人総合研究大

学院大学が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定める。

総合研究大学院大学（以下「本学」という。）は、人文・理工にわたる多数の基礎学術

分野につき、機構等法人（大学共同利用機関法人及び独立行政法人宇宙航空研究開発機構

をいい、経過措置として旧独立行政法人メディア教育開発センターの権利及び義務を承継

する放送大学学園を含む。以下同じ。)が各地に設置する大学の共同利用の研究所その他の

機関（以下「基盤機関」という。）において、各施設の研究環境を最大限に生かした博士

課程教育を総合的に統括実施し、学融合による新学問分野の創出・発展を図りつつ、国際

的に通用する高度の研究的資質とともに広い視野を備えた人材の育成を目指す。

なお、本学の独特な大学院教育制度は、国立大学法人法及び法人間協定に基づき、機構

等法人間との緊密な連係及び協力の下に行われる。

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織

１ 中期目標の期間

本学の中期目標の期間(第２期)は、平成２２年４月１日から平成２８年３月３１日ま

での６年間とする。

２ 教育研究組織

この中期目標を達成するため、文化科学研究科、物理科学研究科、高エネルギー加

速器科学研究科、複合科学研究科、生命科学研究科、先導科学研究科を置く。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

１ 教育に関する目標

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標

○ 本学が研究科の専攻を置く基盤機関の優れた人的・研究的環境を活用して博士課程教

育を行い、高度の研究的資質、広い視野及び国際的通用性を兼ね備えた一流の研究者を

育成し、質の高い学位取得者を社会に送り出すことを目標とする。

○ 基盤機関の特性・個性を最大限に発揮した教育を行い、高度の専門性と広い視野及び

以下に掲げる総合性を修得させる。専攻や研究科を横断する教育研究活動を行うための
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教育体制の整備を行う。

①学生の所属する専攻が有する高い専門性と総合性

②専攻間の分野を横断し、新たな学問領域の開拓にもつながる科学の総合性

③社会が抱える今日的な重要問題を視野に入れることができるような人間の総合性

○ 学位水準に即したアドミッションポリシーに基づき、厳正な入学者選抜を実施する。

○ 高い教員対学生比率を生かし、学生の資質及び能力等に応じた教育研究指導を行う。

（２）教育の実施体制等に関する目標

○ 機構等法人や基盤機関との密接な連係協力体制を構築する。

○ 専攻間の連携による教育研究活動を行うための体制を整備する。

○ 弾力的な教育実施体制を充実する。

○ 教育研究のための図書環境を整備するとともに、附属図書館における学術情報の継承

機能を充実する。

（３）学生への支援に関する目標

○ 基盤機関と連携し教育、生活、就職などの学生支援を促進する。

２ 研究に関する目標

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

○ 基盤機関で行われている世界的水準にある研究を基礎に、学生の研究水準の維持・向

上を図る。

○ 学融合による学際的で先導的な学問分野の開拓を進めるため、全学共同教育研究活動

を推進する。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標
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○ 学生の研究環境を整備するとともに、研究成果を公表する機会を充実させる。

○ 大学院教育を通じて基盤機関における基礎研究の活性化を目指す。

○ 全学共同教育研究活動を戦略的に実施し、効率的な運営を推進する体制を構築する。

３ その他の目標

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標

○ 社会的に重要な問題に対して戦略的な基礎研究を展開し、その成果を社会に分かり易

く伝えることにより、社会への成果の還元を行う。

（２）国際化に関する目標

○ 各専攻の有する学術的な国際性や大学本部が位置する湘南国際村の環境を活用し、国

際交流の充実を図るとともに、学生が世界的なレベルで国内外で活躍できるための国際

的通用性を涵養する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

１ 組織運営の改善に関する目標

○ 学長の適切なリーダーシップの発揮と、大学全体としての全学的かつ戦略的な事業の

推進を図るため、学外者の積極的な活用や、監査機能の充実を念頭に置きつつ、法人、

大学、研究科及び専攻運営において、戦略的かつ機動的な運用を行うとともに、全学的

視点での資源配分に必要な改善を進める。

○ 教職員の意識改革を進める。

○ 社会の要請や学問分野の変遷等を踏まえ、教育研究体制の検証を行う。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標

○ 基盤機関との連係協力を前提に大学事務局体制の整備や事務の効率化・合理化を推進

する。
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標

１ 外部研究資金、寄付金その他自己収入の増加に関する目標

○ 科学研究費補助金をはじめ競争的外部教育研究資金の獲得を積極的に進める。

２ 経費の抑制に関する目標

（１）人件費の削減に関する目標

○ 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法

律第47号）に基づき、平成18年度以降の５年間において国家公務員に準じた人件費削減

を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日

閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続す

る。

（２）人件費以外の経費の削減に関する目標

○ 経費の抑制を進めるため、効率的かつ弾力的な予算編成と、きめ細かな執行管理を進

める。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標

○ 資産の効果的・効率的かつ安全な運用管理を図る。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

１ 評価の充実に関する目標

○ 大学の継続的な質的向上を目指し、評価システムを充実するとともに、評価結果の大

学運営への活用を図る。

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標

○ 全学的な広報体制を確立し、積極的な情報公開を進める。
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

○ 葉山キャンパスにおいては、環境安全協定を遵守しつつ整備計画を策定し、施設の有

効利用を図る。

２ 安全管理に関する目標

○ 災害、事故等、突発的事態に対応できるための危機管理体制を確立する。

○ 教職員の健康管理の充実を図る。

３ 法令遵守に関する目標

○ 本学が公的な高等教育機関であることを自覚し、全ての構成員が社会的行為規範を遵

守し自己研鑽に努める。

○ 情報管理の徹底を図るため、情報セキュリティを高める。

別 表

文化科学研究科

研 物理科学研究科

高エネルギー加速器科学研究科

研

究

科科 複合科学研究科

生命科学研究科

先導科学研究科


